
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  出向者がある場合の所得拡大促進税制            

Ｑ：平成26年４月から、所得拡大促進税制

の要件が一部緩和されるそうですが、出向者

がいる場合の給与は、どのように扱われます

か？ 

                                              

Ａ：給与負担金の支払いがあれば、それを

除外します。 

【解説】 

所得拡大促進税制とは、平成25年４月１日

から平成28年３月31日までの期間内に開始す

る各事業年度(個人事業主の場合は、平成26

年１月１日から平成28年12月31日までの各年。

以下「適用事業年度」という)において、国内

雇用者に対して給与等を支給し、以下の３つ

の要件を満たした場合に、雇用者給与等支給

増加額の10％の税額控除(ただし、適用事業年

度の税額の10％(中小企業の場合は、20%)が限

度)ができる制度です。 

 ①雇用者給与等支給増加額の基準雇用者給与

等支給額に対する割合が５％以上であること 

②雇用者給与等支給額が比較雇用者給与等支

給額以上であること 

③平均給与等支給額が比較平均給与等支給額

以上であること 

 平成26年４月１日以降は、この要件が緩和

され、５％が適用１～２年目については２％、

３年目については３％、４～５年目について

は５％にされ、平均給与等支給額の比較方法

が「継続雇用者」に限定されることになって

いますが、出向者にかかる給与負担金がある

場合には、それを除外して判定することにな

っています。 
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